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は 10,628校（1948年比 65.3％）と、3分の 2未満の






























































校数は 24,106校から 21,132校（2000年比 87.7％）へ





































































（http://www.mof.go.jp/budget/topics/budget execution audit/fy2007/sy190706/1907d 15.pdf）
○学校運営費





① 市 区 町 村 56  36 △ 21 ① 市 区 町 村 22  17 △ 5
② 都 道 府 県 194  124 △ 70 ② 都 道 府 県 78  52 △ 26
③ 国 97  62 △ 35 ③ 国 39  26 △ 13
公 費 合 計 347  221 △ 12 公 費 合 計 140  96 △ 4
う ち 人 件 費 321  202 △ 120 う ち 人 件 費 127  84 △ 44
う ち 管 理 費 26  19 △ 7 う ち 管 理 費 13  12 △ 0
児童一人当たり























































































102 新 藤 慶
れた地域である。
合併時（2005年）の人口は、旧 C町が 10,737人、
旧 D村が 7,057人、旧 E町が 5,516人で、合計 23,310
人であった。2010年には、旧 C町が 10,033人（2005
年比 93.4％）、旧 D村が 6,461人（2005年比 91.6％）、




















B町全体 旧 C町 旧 D村 旧 E町
総 数 10,623(100.0) 4,855(100.0) 3,167(100.0) 2,601(100.0)
A 農業、林業 1,062(10.0) 587(12.1) 413(13.0) 62( 2.4)
うち農業 1,011( 9.5) 575(11.8) 388(12.3) 48( 1.8)
B 漁業 ― ― ― ―
C 鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―
D 建設業 923( 8.8) 445( 9.2) 325(10.3) 163( 6.3)
E 製造業 1,274(12.0) 697(14.4) 425(13.4) 152( 5.8)
F 電気・ガス・熱供給・水道業 72( 0.7) 38( 0.8) 11( 0.3) 23( 0.9)
G 情報通信業 47( 0.4) 35( 0.7) 10( 0.3) 2( 0.1)
H 運輸業、郵便業 444( 4.2) 229( 4.7) 101( 3.2) 114( 4.4)
I 卸売業、小売業 1,416(13.3) 682(14.0) 402(12.7) 332(12.8)
J 金融業、保険業 169( 1.6) 96( 2.0) 45( 1.4) 28( 1.1)
K 不動産業、物品賃貸業 52( 0.5) 25( 0.5) 15( 0.5) 12( 0.5)
L 学術研究、専門・技術サービス業 144( 1.4) 91( 1.9) 35( 1.1) 18( 0.7)
M 宿泊業、飲食サービス業 1,972(18.6) 417( 8.6) 531(16.8) 1,024(39.4)
N 生活関連サービス業 622( 5.9) 235( 4.8) 194( 6.1) 193( 7.4)
O 教育、学習支援業 384( 3.6) 199( 4.1) 97( 3.1) 88( 3.4)
P 医療、福祉 1,025( 9.6) 585(12.0) 285( 9.0) 155( 6.0)
Q 複合サービス業 109( 1.0) 62( 1.3) 27( 0.9) 20( 0.8)
R サービス業（他に分類されないもの） 497( 4.7) 233( 4.8) 142( 4.5) 122( 4.7)
S 公務（他に分類されるものを除く） 348( 3.3) 167( 3.4) 95( 3.0) 86( 3.3)
T 分類不能の産業 53( 0.5) 32( 0.7) 14( 0.4) 7( 0.3)
（再掲）第 1次産業 1,062(10.0) 587(12.1) 413(13.0) 62( 2.4)
（再掲）第 2次産業 2,207(20.8) 1,142(23.5) 750(23.7) 315(12.1)


































































































































































































































































































































































































収 入 支 出
国庫補助金 338,333,000円 22.9％ 校舎工事費 893,865,000円 60.4％
県 補 助 金 988,000円 0.1％ 体育館工事費 231,903,000円 15.7％
合併特例債 1,074,300,000円 72.6％ その他工事費 354,663,000円 24.0％
教 育 基 金 66,810,000円 4.5％
合 計 1,480,431,000円 100.0％ 合 計 1,480,431,000円 100.0％
注）B町教育委員会資料より作成。


































































一 般 財 源 5,025,000円 3.4% 40,000,000円 2.5%
国 補 助 金 49,500,000円 33.0% 800,000,000円 50.0%
合併特例債 95,475,000円 63.6% 760,000,000円 47.5%

























































































































































































































































































































































































7)2012年 10月 20日に行った旧 J小学校区の町内会役員
経験者への聞き取りより。
8)同上。
9 )2012年 9月 25日に行った旧 J小学校 PTA役員経験者
への聞き取りより。
10)「E地区学校施設一覧表」（B町教育委員会資料）より。
11)2012年 10月 20日に行った旧 J小学校区の町内会役員
経験者への聞き取りより。







15)2012年 8月 28日に行った B町教育委員会での聞き取り
より。
16)同上。
17)2012年 9月 13日に行った D小学校での聞き取りより。
18)2012年 9月 13日に行った E小学校での聞き取りより。
19)2012年 9月 25日に行った D小学校 PTA役員経験者へ
の聞き取りより。
20)2012年 10月 25日に行った旧 I小学校 PTA役員経験者
への聞き取りより。
21)2012年 8月 28日に行った E小学校 PTA役員経験者へ
114 新 藤 慶
の聞き取りより。
22)2012年 9月 25日に行った旧 J小学校 PTA役員経験者
への聞き取りより。





25)2012年 9月 13日に行った E小学校での聞き取りより。
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